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社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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教会

■併設施設 老健（衣笠ろうけん）特養（衣笠ホーム）訪問診療クリニック 訪問看護ステーション
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パート１
ポスト2025年、2040年とは



第１ゴール
2025年

第2ゴール
2040年

75歳以上

65～74歳

65歳以上

2025年問題
団塊世代
が75歳以上

2040年問題

団塊ジュニアが
65歳以上



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減

2025年から2040年
の15年間で東京都
の人口が消える



ポスト2025年
国の財政も最大ピンチ



財政のワニのあごがはずれた！

財務省資料より

60兆円の
補正予算



人口問題の
ワニの口



2040年
2025年万人



ポスト2025年、2040年

「カネなし、ヒトなし、借金漬け」の
時代・・・



パート２
外来地域医療構想
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入院・外来患者数
（2019年患者調査）

病院外来患者数

診療所外来患者数

歯科診療所外来患者数

千人 患者調査より

850
万人/日

病院入院患者数
130万人

外来患者総数
720万人



国民医療費43兆円



新型コロナで
外来受診動態が変わった
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2020年3月から5月で
70万人の外来患者が

減った
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外来患者数はコロナの前から
減っている

2002年の長期
処方解禁



減るのは65歳未満の
外来患者
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全世代型社会保障検討会議
中間報告（2019年12月）

「後期高齢者であっても一定所得以上の方については、その医療費の窓口負担割合を
２割とすること」、「大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図るため
の定額負担の拡大を行うこと」 22



200床



200床以
上病院へ



社会保障審議会医療保険部会
2020年11月9日

200床以上病院の紹介状なし

患者の初診料等相当を保険
給付から控除、初診時の特別

負担は7000円程度に
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外来地域医療構想の中で、
「紹介患者への外来を基本とする医療機関」
（紹介型医療機関）を明確にしていく

紹介状なし初診患者の初診料
の保険控除と外来特別負担を

徴収
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紹介受診重点病院



パート３
紹介受診重点病院

紹介受診重点病院



10月1日から
始まりました

かかりつけ医な
どからの紹介状
を持って受診い
ただくことに重点
をおいた病院



医療資源重
点活用外来



医療資源重点活用外来の基準

①初診に占める割合40％
かつ

②再診に占める割合25％



200床以上一般病院
688病院の40％、
275病院が該当

特定機能病院・地
域支援病院で
666病院の

80％、532病院

860病院





紹介受診重点医療機関の
３つのメリット

①紹介状なしで受診する場合の定額負担

②紹介受診重点医療機関入院診療加算の算定

③連携強化診療情報提供料の算定



①





②



中医協総会（4）6 2021年11月12日）

紹介受診重点病院



地域医療支援病院・
特定機能病院で紹介
受診重点病院の基準
を満たさない病院2割

もある



紹介受診重点医療機関で
紹介・逆紹介割合の規定が変わった

紹介・逆紹介率が紹介・逆紹介割合となり

定義が変わった！



（←288点） （←74点）
減算



新しい式では分母に再
診患者が入った！



逆紹介割合向上の
５つのポイント

• ポイント１ リフィル処方の活用
– リフィル処方を活用して再受診率の低減
– リフィル3回まで可

• ポイント２ 地域連携パスの活用
– 節目定期受診を入れた地域連携パスを患者に渡してかかりつ
け医に逆紹介

– 地域連携パスに逆紹介先へ節目検診の紹介状ひな形を添付
– 患者の病院との「縁切り不安を解消」役立つ

• ポイント３ 逆紹介希望の患者アンケート調査
– 逆紹介を言い出しにくい患者のため、逆紹介希望アンケートを
定期的に実施

– 逆紹介希望患者の掘り起こし



逆紹介向上の５つのポイント
• ポイント４ 逆紹介外来センターの開設

– 逆紹介先を探したり、紹介状、多科診療の患者の処方箋整理、逆紹
介状の作成など

– 総合診療科の外来が地域医療連携室と協働して行うのがふさわしい
だろう。

• ポイント５ 逆紹介データベースを作成
– 逆紹介できる診療所の機能をあらかじめ調査して、データベース化

• （例）インスリン治療患者の受け入れの可否、がん患者の受け入れの可否な
ど

– 逆紹介パターンのデータベース化
• Uターン（紹介元に返す）
• Iターン（紹介状を持たずに来院した患者の逆紹介）
• Jターン（紹介元とは別の医療機関に逆紹介する）

– こうしたデータベースを逆紹介に活かす



③



パート４
かかりつけ医機能



かかりつけ医機能について

2022年9月



かかりつけ医機能の制度整備
• 「新経済・財政再生計画 改革工程表2021」（2021年12月23日）

– 「かかりつけ医機能の明確化と、患者・医療者双方にとってかかりつけ医機能
が有効に発揮されるための具体的方策について検討を進める」

– 検討期限は2023年度

• 「経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太の方針2022）」
（2022年6月7日）

– 「かかりつけ医機能が発揮される制度整備を行う」

• 「第８次医療計画等に関する検討会」
– かかりつけ医機能について検討（2022年9月9日）

– 2023年度からの都道府県での第８次医療計画策定に向け、2022年中には一定の
結論を出すスケジュール

• 社会保障審議会医療部会（2022年9月29日）

• 全世代型社会保障構築会議（2022年11月11日）
– 増田寛也主査「かかりつけ医機能を強化するための制度整備は不可避」

– かかりつけ医機能の情報開示



全世代型社会保障構築会議
2022年11月24日



かかりつけ医の定義と機能

2023年5月12日

かかりつけ医機能の制度整備などを盛り
込んだ改正医療法が可決成立した



かかりつけ医機能を
医療法の条文に載

せた



改正医療法成立

• ５つのかかりつけ医機能

– （1）日常的な診療を総合的かつ継続的に行う機能

– （2）時間外診療を行う機能

– （3）病状急変時等に入院など必要な支援を提供する機能

– （4）居宅等において必要な医療を提供する機能

– （5）介護サービス等と連携して必要な医療を提供する機能

2023年5月12日



200床



2006年

2012年

2021年

2024年

医療機能
情報提供
制度完成



2023年度

2024年～2025年度

2026年度



パート５
総合診療医の活用

高齢化社会に対応できる

医療モデルは？









19番目の専門
医として2018
年から



旧厚生省から
の留学で家庭
医療を学びに
NYのブルック
リンへ











国内の
総合診療医の活躍事例

総合診療医



事例① 過疎地域の
公立病院の地域医療再編への貢献

• 過疎高齢化が進む奈良県南和医療圏にある３つの公立病院、県立五
條病院（160床）、町立大淀病院（155床）、国保吉野病院（98床）
が、2016年4月から地域再編する過程の中で総合診療医が果たした
事例。

• この医療圏では脳出血を起こした妊婦のたらいまわし事件をきっ
かけとして地域医療の再生が待ったなしの状態だった。

• こうした中、県立五條病院で2013年、従来の内科の枠組みを改変し
て、へき地医療で豊富な経験を持つ医師3名とレジデント4名で総合
診療を実践する総合内科を立ち上げた。

• 効果はてきめんで、救急車受け入れ台数は立ち上げ前の2012年（平
成24年）と比べて47％、1503件とV字回復をした。

• 地域のニーズをくみ上げた総合内科の取り組みで病院も活性化し、
公的病院の地域医療再編への地ならしとなった。

県立五條病院



事例②急性期病院の
在院日数短縮

• 京都府福知山市にある市立福知山市民病院（354床）は、2008年より総
合内科を発足させた。総合内科の発足する前は、同院では呼吸器内科、
神経内科、糖尿病内科は非常勤体制であった。このため常勤医不在の診
療科の入院患者は非専門の他科の医師が対応していた。

•総合内科の発足以後はこれらの非常勤科の入院患者を総合内科の医師
が診療することで、入院期間が減少した。

–肺炎ではそれまでの21.6日から16.0日へ、脳梗塞では24.2日が19.9日に減少した。

–また整形外科の高齢入院患者に対して総合内科が内服薬の調整・整理、合併症・既存
症の治療に介入したところ、整形外科の入院期間が49.3日から35.6日と大幅に減少した
。総合内科が他科とのタスクシェアで在院日数が減少した

• 市立福知山市民病院の近隣にある国保病院（72床）が経営困難に陥った
。この国保病院を2015年に市立福知山市民病院の分院化したとき、同分
院に総合診療医を福知山市民病院より赴任させた。

• この結果、分院は福知山市民病院の後方病床として機能して、本院の平
均在院日数が短縮した。また総合診療医が赴任した分院からの訪問診療
はそれ以前と比べて月平均で14件から80件以上に増加し、地域包括ケア
の推進にも貢献した。

市立福知山市民病院



事例③都市部の病院の
地域包括ケア病棟への貢献

• 神奈川県横浜市にあるJCHO横浜保土ヶ谷中央病院（244床）では、JCHO版
総合医プログラムの一環として、2015年に総合診療科を設置し総合診療医
が赴任した。

• そして2016年に地域包括ケア病棟（31床）開設時に総合診療医が同病棟の
担当医となった。それ以来、地域包括ケア病棟で、神経難病、統合失調症
、高次脳機能障害、緩和ケアなど広範囲の疾患を診るようになった

• 2017年に入退院支援部門ができ早期からの入退院支援を行うようになった
。こうした新しいシステムの構築にも総合診療医が看護部と協力して貢献
している。

• また外来においても総合診療医への地域からの外来の紹介件数が年々増加
している。

JCHO横浜保土ヶ谷中央病院



事例④中規模病院の
収支改善

• 高知県安芸市のあき総合病院（270床）に2014年に総合診療医が着任した
。

• 赴任した総合診療医は、いわゆる「なんでも屋」として外来や、救急外来
、当直、入院患者の診療を担当した。

• この結果、総合診療科の入院患者数は当初の年間300人から500人まで増え
た。総合診療医は臓器別専門医が苦手とする脱水や発熱、誤嚥性肺炎、関
節痛で動けなくなった高齢者、尿路感染、心不全、あるいは診断に苦慮す
る病状に対する診療を積極的に行った。

• また総合診療医が司会で行う毎朝の入院患者ミーテイングは学生や研修医
に好評だ。こうして2012年の総合診療医の赴任後、救急搬入症例の増加、
研修医を含む若手医師数の増加により、2013年（平成25年）より病院の収
支が黒字化した。

あき総合病院



中小病院に総合診療医は
なくてはならない存在



パート６
一般社団法人

コミュニテイ＆コミュニテイホスピタル協会



一般社団法人コミュニテイ＆
コミュニテイホスピタル協会

• 高齢化社会が進展する日本の医療に必要なのは、「治す」だけの医
療ではなく、「治し、支える」医療です。現在、大病院と同様に特定の
専門診療科の高度急性期を志向している全国にある5,800の中小
病院は、この「治し、支える」医療への転換が必要であると考えてい
ます。

• 「コミュニティホスピタル」とは、総合診療を軸に超急性期以外のす
べての医療、リハビリ、栄養管理、介護などのケアをワンストップで
提供する病院です。

• すでにいくつかの地域では、このコミュニティホスピタルが立ち上が
り、地域住民が安心して、自分らしく生活していける環境を作り上げ
ています。

• また、そこで働く医療者にとっても、同じ想いを持った仲間たちと共
に、やりがいと成長を得られる職場を提供していきます。



目的

１ コミュニティホスピタルの振興を目的とする事業
２ コミュニティホスピタルが担う医療を研究し、

開発・普及させる事業
３ コミュニティホスピタルを担う医療人材の育成事業
４ 地域包括ケアを始めとする地域づくりを目的とする事業
５ 医療人材のキャリア開発、働き方改革に資する事業
６ その他法人の目的を達成するために必要な事業

コミュニティの再生、振興、特に地域包括ケアづくりを

目的とする事業



主な機能

• 人材育成／紹介派遣／入職支援（経営担当理事、医師等）

• コミュニティ・ホスピタルを担う人材の育成、ネットワーク化

• 参加会員の交流、勉強会開催

• コミュニティホスピタルの経営支援

• コミュニティホスピタルへの経営参画、継承支援

• コミュニティホスピタルの普及／啓発活動

• コミュニティホスピタルについての勉強会、セミナー開催、学会発表

• コミュニティホスピタルについての広報活動全般・

• その他、医療人材のキャリア形成、働き方改革支援

• コミュニティの再生、振興、特に地域包括ケアづくり －地域行政への支援、
コーディネート

• 上記を法人、個人のネットワーク化、育成、コーディネート



理事メンバー

• 代表理事 武藤 正樹
理 事 井野 晶夫
理 事 大石 佳能子
理 事 大杉 泰弘
理 事 亀田 省吾
理 事 草野 康弘
理 事 辻 哲夫
理 事 本田 宜久
監 事 渡辺 明良

株式会社メデイヴァ社長
大石佳能子氏



まとめと提言

・2023年10月1日から紹介受診重点病院が発足
・2023年5月かかりつけ医機能が法制化
・紹介受診重点病院とかかりつけ医機能の連携
・かかりつけ医機能は200床以下病院にも
求められている。

・コミュニティ病院には総合診療医が必要
・コミュニティ＆コミュニティホスピタル協会は
総合診療医による病院経営を支援します。



• 武藤正樹著

• なぜ、コロナでかかりつけ
医がクローズアップされた
のか？

• なぜ、いまかかりつけ医制
度が必要なのか

• 発売日：2022/09/22

• 出版社：ぱる出版

• ISBN：978-4-8272-1360-7

こコロナで変わる
「かかりつけ医」制度

総合診療医の活躍
についても扱ってい

ます

https://honto.jp/netstore/search/pb_9000039177.html


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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